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議事日程 

令和７年８月25日（月曜日）午後１時35分開議 

ホテルメルパルク名古屋３階「カトレア」の間 

 

第１  議席の指定 

第２  会議録署名議員の指名 

第３  会期の決定 

第４  諸般の報告 

第５  議案第10号 令和７年度愛知県後期高齢者医療広域連合一般会計補正予算（第２

号） 

第６  議案第11号 令和７年度愛知県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会計

補正予算（第１号） 

第７  議案第12号 愛知県後期高齢者医療広域連合職員の勤務時間、休暇等に関する条

例及び愛知県後期高齢者医療広域連合職員の育児休業等に関する条

例の一部を改正する条例の制定について 

第８  認定第１号 令和６年度愛知県後期高齢者医療広域連合一般会計歳入歳出決算の

認定について 

第９  認定第２号 令和６年度愛知県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会計

歳入歳出決算の認定について 

第10  一般質問 

第11  請願第２号 後期高齢者医療制度の改善を求める請願書 

 

会議に付した事件 

 議事日程のとおり 

 

出席議員（31名） 

太 田 博 康  服 部 しんのすけ  石 田 裕 信     

鈴 木 伸太郎  岡 島   剛  渡 部 晃 久   

服 部 礼美香  ささせ 順 子  高 木 佳 子   

手 嶋 いずみ  北 川 明 夫  早 川 高 光   

野 田 増 男  外 山 鉱 一  山 崎 りょうじ   

井 町 圭 孝  松 井 晋一郎  寺 本 弘 子   

村 松 英 文  奥 澤 和 行  藤 田 裕 喜   

市 原 享 吾  古 川 美 栄  神   ひろし   

藤 沢 ちあき  日 比 美 咲  □   まさお 

森   ともお  長谷川 由美子  岡 田 ゆき子 

豊 田 かおる 

 

欠席議員（３名） 

 石 田 知早人  林   正 彦  都 築 幸 夫 
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説明のため出席した者 

広域連合長       広 沢 一 郎 

副広域連合長      日 比 一 昭 

事務局長        井 口 能 秀 

会計管理者兼出納室長  栗 本 勝 明 

総務課長        髙 山 求 美 

管理課長        松 井 俊 幸 

給付課長        山 本 敦 志 

監査委員        船 戸   淳 

 

職務のため出席した者 

議会事務局長      須 藤 喜 巳 

議会事務局書記     松 井 大 悟 
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午後１時35分 開会 

 

○議長（太田博康） それでは、予定時刻の午後１時35分となりました。 

ただいまの出席議員は、31名であります。議員定数34名中、半数以上の出席をいただい

ており、地方自治法第113条に規定されている定足数に達しておりますので、ただいまから、

令和７年第２回愛知県後期高齢者医療広域連合議会定例会を開会いたします。 

それでは、本日の会議を開きます。 

本日の議事日程は、お手元に配付してありますとおりとなっておりますので、よろしく

お願いをいたします。 

日程第１、「議席の指定」を行います。 

議席は、会議規則第３条第１項の規定により、お手元に配付しております議席表のとお

り、議長において指定をさせていただきます。 

次に、日程第２、「会議録署名議員の指名」を行います。 

会議規則第74条の規定により、本定例会の会議録署名議員を議長から指名をいたします。 

服部礼美香議員、ささせ順子議員にお願いをいたします。 

次に、日程第３、「会期の決定」を議題といたします。 

お諮りします。本定例会の会期は、本日１日としたいと思います。これに御異議ござい

ませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（太田博康） 御異議なしと認めます。よって、会期は本日１日と決定をいたしま

した。 

次に、日程第４、「諸般の報告」を行います。 

石田知早人議員、林正彦議員、都築幸夫議員から、本日は欠席をする旨の届け出がござ

いました。 

また、議案説明のため、地方自治法第121条の規定により、広域連合長以下、関係職員の

出席を求めました。 

次に、広域連合監査委員から、例月出納検査の結果について報告がありましたので、そ

の写しを配付しております。 

以上で、諸般の報告を終わります。 

ここで、広域連合長から挨拶をしたい旨の申し出がありますので、これを許可いたしま

す。 

○広域連合長（広沢一郎） 議長、広域連合長。 

○議長（太田博康） 広沢広域連合長。 

（広沢一郎広域連合長 演壇で挨拶） 

○広域連合長（広沢一郎） 愛知県後期高齢者医療広域連合長を務めております、名古屋

市長の広沢一郎でございます。令和７年第２回愛知県後期高齢者医療広域連合議会定例会

の開会に当たり、一言御挨拶を申し上げます。 

議員の皆様方におかれましては、日頃より後期高齢者医療制度の運営につきまして、格

別の御理解と御協力を賜り、厚く御礼を申し上げます。 

先月の28日に開催した臨時会からまだ１か月余りでございますが、本日は定例会という
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ことでございまして、残暑の厳しい中、御多用中にもかかわらず、御参集をいただき誠に

ありがとうございました。 

さて、後期高齢者医療におきましては、７月末までに被保険者の方々へ令和７年度保険

料の確定通知や資格確認書をお送りしました。また、被保険者の皆様方には、制度の周知

や健康診査の受診勧奨を行うとともに、御不明な点については、当広域連合が独自に設置

したコールセンターにおいて対応に当たっているところでございます。広域連合といたし

ましては、引き続き市町村と連携して、被保険者の皆様に対して丁寧な周知・広報に努め

てまいります。 

本日の定例会におきましては、令和７年度の一般会計、特別会計、それぞれの補正予算

案、条例の一部改正及び令和６年度の一般会計、特別会計、それぞれの決算認定というこ

とで、５件の議案を上程をしております。よろしく御審議いただき、御議決を賜りますよ

うお願いをいたします。 

○議長（太田博康） ここで、代表監査委員から挨拶をしたい旨の申し出がありましたの

で、これを許可いたします。 

○代表監査委員（船戸淳） 議長、代表監査委員。 

○議長（太田博康） 船戸代表監査委員。 

（船戸淳代表監査委員 演壇で挨拶） 

○代表監査委員（船戸淳） さきの７月臨時会で、議員の皆様から監査委員の御同意をい

ただき、８月23日付で監査委員を拝命いたしました、船戸淳でございます。もとより微力

ではございますが、これまでの経験を生かし、監査委員という職務の重要性を深く認識し

て、誠実かつ厳正に職務を全うしたいと考えております。 

皆様方には、格別な御指導・御鞭撻を賜りますようお願いを申し上げまして、監査委員

就任の挨拶とさせていただきます。どうぞよろしくお願いします。 

○議長（太田博康） 次に、日程第５、「議案第10号 令和７年度愛知県後期高齢者医療広

域連合一般会計補正予算（第２号）」と、日程第６、「議案第11号 令和７年度愛知県後期

高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）」の２件を一括議題といた

します。 

事務局から説明を求めます。 

○事務局長（井口能秀） 議長、事務局長。 

○議長（太田博康） 井口事務局長。 

○事務局長（井口能秀） それでは、議案第10号及び議案第11号について、令和６年度の

補正予算として、一括して説明いたします。 

まず、「議案書」の１ページを御覧ください。議案第10号、「令和７年度愛知県後期高齢

者医療広域連合一般会計補正予算(第２号)」でございます。これは、第１条にございます

ように、歳入歳出それぞれ2,431万5,000円を増額いたしまして、予算の総額を歳入歳出そ

れぞれ26億3,717万3,000円とするものでございます。 

また、第２項にございますように、歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごと

の金額、並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」として、１枚

おめくりいただきました左側、２ページに記載のとおりです。 

補正の内容につきましては、別冊の「議案参考資料」のほうで説明させていただきます。
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「議案参考資料」の１ページをお開きいただき、「２歳入歳出補正額総括表」を御覧くださ

い。「歳出」のほうから御説明いたします。歳出の補正額は、「第３款民生費」において、

償還金を2,431万5,000円増額するものでございます。この償還金の増額は、令和６年度に

交付を受けた調整交付金及び社会保障・税番号制度システム整備費等補助金が超過交付と

なりましたので、その超過額を返還するための予算措置であります。 

その上の「歳入」につきましては、償還金の増額分の財源として、「第５款繰越金」にお

いて、前年度繰越金を令和６年度決算剰余金の一部を用いて増額するものでございます。 

議案第10号については、以上です。 

それでは、議案書にお戻りいただきまして、３ページを御覧ください。議案第11号、「令

和７年度愛知県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会計補正予算(第１号)」でご

ざいます。これは、第１条にございますように、歳入歳出をそれぞれ94億2,389万7,000円

を増額し、予算の総額を歳入歳出それぞれ１兆845億9,955万円とするものでございます。 

また、第２項にございますように、歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごと

の金額、並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」として、１枚

おめくりいただきました左側、４ページに記載のとおりでございます。 

「議案参考資料」３ページをお開きいただき、２の「歳入歳出補正額総括表」を御覧く

ださい。「歳出」のほうから御説明いたします。歳出の補正額は、２つ目「第８款、諸支出

金」において、償還金を94億2,389万7,000円増額するものでございます。この償還金の増

額は、令和６年度に市町村、国、県及び社会保険診療報酬支払基金から交付を受けた負担

金等が所要額を上回りましたので、その超過額を返還するための予算措置をするものでご

ざいます。なお、返還額の内訳については、１枚おめくりいただいた右側、５ページの中

ほどの「〔参考〕償還金内訳」の表のとおりでございます。 

３ページにお戻りいただき、２の「歳入歳出補正額総括表」の「歳入」を御覧ください。

歳入の補正のうち、「第１款、市町村支出金」の７億5,003万7,000円の増額及びその下の「第

３款、県支出金」の１億771万4,000円は、いずれも令和６年度に交付を受けた負担金の額

が所要額を下回りましたので、その不足額を過年度分として令和７年度に受け入れるもの

でございます。 

なお、これらの過年度分の負担金の受入れに伴い、歳出の「第１款、保険給付費」にお

いて、財源更正を行っております。 

最後に、歳入に戻りますが、「第９款、繰越金」の85億6,614万6,000円の増額ですが、こ

れは、歳出の不足分に令和６年度決算剰余金の一部を充てるものでございます。 

議案第11号の説明は、以上でございます。よろしく御審議のほど、お願い申し上げます。 

○議長（太田博康） 本件については、質疑・討論の通告はございませんでしたので、こ

れより採決をいたします。この採決は、いずれも起立によって行います。 

それではまず、議案第10号、「令和７年度愛知県後期高齢者医療広域連合一般会計補正予

算（第２号）」を採決いたします。 

本件を原案のとおり決定することに賛成の方の御起立をお願いいたします。 

（賛成者起立） 

○議長（太田博康） 御着席ください。 

全員起立です。よって、本件は原案のとおり可決されました。 
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次に、議案第11号、「令和７年度愛知県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会計

補正予算（第１号）」を採決いたします。 

本件を原案のとおり決定することに賛成の方の御起立をお願いします。 

（賛成者起立） 

○議長（太田博康） 御着席ください。 

全員起立です。よって、本件は原案のとおり可決されました。 

次に、日程第７、議案第12号、「愛知県後期高齢者医療広域連合職員の勤務時間、休暇等

に関する条例及び愛知県後期高齢者医療広域連合職員の育児休業等に関する条例の一部を

改正する条例の制定について」を議題といたします。 

事務局から説明を求めます。 

○事務局長（井口能秀） 議長、事務局長。 

○議長（太田博康） 井口事務局長。 

○事務局長（井口能秀） それでは、議案第12号について説明いたします。 

「議案書」の５ページを御覧ください。議案第12号、「愛知県後期高齢者医療広域連合職

員の勤務時間、休暇等に関する条例及び愛知県後期高齢者医療広域連合職員の育児休業等

に関する条例の一部を改正する条例の制定について」でございます。ページの中ほどの提

案理由に記載のとおり、部分休業の多様化に係る関係規定を整備するとともに、子の年齢

に応じた柔軟な働き方を実現するための措置を講ずるため、この条例を定めようとするも

のでございます。 

１枚おめくりいただいた右側、７ページから10ページまでが、一部改正の条例案でござ

います。一部改正の内容につきましては、「議案参考資料」で御説明いたします。 

恐れ入りますが、「議案参考資料」の７ページを御覧ください。今回の改正は、「２、改

正の概要」に記載のとおり、「（１）職員勤務時間等条例の一部改正」については、妊娠、

出産等について申し出をした職員に対する仕事と育児の両立支援制度の情報提供、意向確

認等の規定の新設と、３歳未満の子を養育する職員に対する両立支援制度に関する情報提

供・意向確認等の規定の新設でございます。また「（２）職員育児休業等条例の一部改正」

については、地方公務員の育児休業等に関する法律により、部分休業の取得形態について

１年につき条例で定める時間を超えない範囲内で勤務時間の全部、または一部について勤

務しない形態が新たに設けられるなどの改正がなされたため、これに伴う規定の整備を行

うものでございます。 

８ページになりますが、本条例の施行期日は令和７年10月１日になります。 

なお、（２）では、施行日から令和８年３月末までの半年間の経過措置を設けてございま

す。 

「議案参考資料」の９ページから14ページまでが、一部改正新旧対照表でございます。 

議案第12号の説明は以上です。よろしく御審議のほど、お願い申し上げます。 

○議長（太田博康） 本件については、質疑及び討論の通告がございませんでしたので、

それではこれより、採決をいたします。この採決は、起立によって行われます。 

本件を原案のとおり決定することに賛成の議員の御起立を願います。 

（賛成者起立） 

○議長（太田博康） 御着席ください。 
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全員起立です。よって、本件は原案のとおり可決されました。 

次に、日程第８、認定第１号、「令和６年度愛知県後期高齢者医療広域連合一般会計歳入

歳出決算の認定について」と、日程第９、認定第２号、「令和６年度愛知県後期高齢者医療

広域連合後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について」の２件を一括議題といた

します。 

事務局から説明を求めます。 

○事務局長（井口能秀） 議長、事務局長。 

○議長（太田博康） 井口事務局長。 

○事務局長（井口能秀） それでは、認定第１号及び認定第２号について、令和６年度の

決算として一括して説明いたします。 

それでは、「議案書」の11ページを御覧ください。認定第１号、「令和６年度愛知県後期

高齢者医療広域連合一般会計歳入歳出決算の認定について」、一般会計の決算でございます。

２枚おめくりください。14・15ページの見開き、これが令和６年度一般会計の歳入の決算

でございます。表の最下段の「歳入合計」を御覧ください。「予算現額」25億2,019万4,000

円に対しまして、その右の「調定額」は26億5,338万5,849円でございました。その右の３

列が調定額の収入状況ですが、全て収入済みでありますので、収入済額は調定額と同額、

不納欠損額及び収入未済額は、いずれもゼロ円でございます。また、表の右端の列、予算

現額と収入済額との比較でございますが、１億3,319万1,849円ということで、収入済額が

予算現額を上回りました。 

１枚おめくりください。16・17ページの見開き、これが一般会計の「歳出」の決算でご

ざいます。表の最下段の「歳出合計」を御覧ください。予算現額25億2,019万4,000円に対

しまして、その右の支出済額は23億9,225万1,800円、翌年度繰越額はございません。その

右の「不用額」は、１億2,794万2,200円、その右の表の右端、予算現額と支出済額との比

較は、不用額と同額でございます。また、表の欄外になりますが、見開きの左側、16ペー

ジの下のほうに記載の、「歳入歳出差引残額」を御覧ください。一般会計の収入済額から支

出済額を差し引いた残額は、２億6,113万4,049円ということになります。 

認定第１号についての説明は以上でございます。 

続きまして、「議案書」の19ページを御覧ください。認定第２号、「令和６年度愛知県後

期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について」、特別会計の

決算でございます。２枚おめくりください。22・23ページの見開き、これが令和６年度特

別会計の歳入の決算でございます。 

表の最下段の「歳入合計」を御覧ください。「予算現額」１兆472億565万8,000円に対し

まして、その右の「調定額」は１兆479億7,591万5,025円でございました。その右の３列が

調定額の収入状況でございますが、「収入済額」は１兆479億5,522万5,879円、「不納欠損額」

は382万4,818円、「収入未済額」は1,686万4,328円でございました。また、表の右端の列、

「予算現額と収入済額との比較」でございますが、７億4,956万7,879円、収入済額が予算

現額を上回りました。 

１枚おめくりください。24・25ページの見開き、これが令和６年度特別会計の歳出の決

算でございます。表の最下段の「歳出合計」を御覧ください。「予算現額」１兆472億565

万8,000円に対しまして、その右が「支出済額」は１兆166億3,766万4,283円、「翌年度繰越
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額」はございません。その右の「不用額」は、305億6,799万3,717円、その右の「予算現額

と支出済額との比較」は、不用額と同額でございます。 

また、表の欄外、見開きの左側、24ページの下のほうに記載の「歳入歳出差引残額」を

御覧ください。特別会計の収入済額から支出済額を差し引いた残額は、313億1,756万1,596

円となります。 

また、別冊の資料といたしまして、一般会計及び特別会計の歳入歳出決算の事項別明細

書等として「決算附属書」、令和６年度における主要な施策の成果の説明等について「主要

施策報告書」、財政調整基金についての「基金運用状況資料」及び監査委員からの「決算審

査及び基金運用審査意見書」を提出させていただいております。 

認定第１号及び認定第２号についての説明は、以上でございます。よろしく御審議のほ

ど、お願い申し上げます。 

○議長（太田博康） これより質疑を行います。認定第２号に関しまして、岡田ゆき子議

員から通告がありましたので、質疑を許します。 

○議員（岡田ゆき子） 議長、岡田ゆき子。 

○議長（太田博康） 岡田ゆき子議員。 

（岡田ゆき子議員 演壇で質疑） 

○議員（岡田ゆき子） 通告に従い、認定第２号、「令和６年度特別会計歳入歳出決算の認

定について」３点質問いたします。 

１点目は、保険料率の改定についてです。昨年度は保険料の大幅な値上げが行われ、１

人当たりの年間保険料額は10万3,381円となりました。まず、保険料率を引き上げた理由、

１人当たりの年間保険料の推移と影響額をお聞きします。 

次に、保険料の値上げに加え、医療窓口２割負担が導入され、昨年度は２年目を迎えた

年でもありました。そうした負担増による影響はどうか、医療費への影響をお聞きします。

１人当たりの医療費の伸びと、その結果に対する認識をお聞きします。 

２点目に、保険料の滞納について、保険料滞納者の所得階層別人数と、被保険者全体に

対する割合をお聞きします。 

最後に、保険料滞納者に対する差し押さえについてお聞きします。差し押さえ件数、差

し押さえた金額、その主な内容と差押えを実施している市町村数をお聞きします。 

以上で１回目の質問を終わります。 

○管理課長（松井俊幸） 議長、管理課長。 

○議長（太田博康） 松井管理課長。 

○管理課長（松井俊幸） １点目、保険料率の改定についてお答えいたします。初めに、

保険料率改定による影響ですが、令和６・７年度保険料率改定では、１人当たり医療給付

費見込みの増加や、国の医療制度改革により、新たに出産育児支援金を負担することにな

ったこと、また、現役世代の負担上昇を抑えるため、高齢者負担率の算定方法が見直され、

従前の負担率11.72％から12.67％に引き上げられた影響を加味する必要があったため、こ

れらのことを見込むことにより保険料の引き上げを行っております。なお、１人当たりの

平均保険料につきましては、令和５年度が９万2,060円、令和６年度が10万5,262円となっ

ており、１万3,202円増加しております。 

２点目の、１人当たり医療費の伸びと結果でございます。１人当たり医療費につきまし
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ては、令和６年度は98万6,042円であり、令和５年度の98万6,585円から543円、0.06％の減

少でした。御承知いただいておりますとおり、令和２年度は新型コロナウイルス感染症の

影響を受けて医療費は減少いたしましたが、その影響による受診忌避が落ち着いた令和３

年度以降におきまして、医療費総額及び１人当たり医療費は継続して増加の傾向にありま

した。令和６年度につきましては、このような実績を基に見込みを行ったものでございま

すが、レセプト１件当たりの医療費が令和５年度と比較して減少したこと等から、その見

込みより減少したものであると考えております。 

続きまして、２点目の保険料の滞納について、令和６年度分保険料に対する滞納者の所

得階層及び割合についてです。基礎控除後の総所得金額になりますが、所得なしが3,497

人で、同じ所得層の被保険者に対する割合は0.53％、同様に58万円以下が912人で0.64％、

200万円以下が2,212人で0.81％、400万円以下が864人で1.40％、600万円以下が130人で

0.84％、600万円超えが188人で0.78％となっております。 

続きまして、３点目の差し押さえについて、令和６年度の実績といたしまして、件数は

280件、金額は2,226万90円となっております。主な内訳といたしましては、預貯金が209

件で1,542万190円、年金が56件で394万3,696円となっております。なお、実施している市

町村数は23市町村となっております。 

以上です。 

○議員（岡田ゆき子） 議長、岡田ゆき子。 

○議長（太田博康） 岡田ゆき子議員。 

○議員（岡田ゆき子） 答弁いただきましたので、再質問いたします。 

昨年保険料を値上げしたのは、医療給付費の見込みの増加、それから出産育児支援金を

新たに後期高齢者が負担することになったこと、それから高齢者負担率が引き上げられた

ことによるという答弁で、結果、平均で１割を超える値上げはやむを得なかったというよ

うな説明でした。月額６万9,000円弱の老齢基礎年金の受給者では、保険料は７割軽減を受

けていても、改定により年額で1,200円の値上げとなり、５割軽減の保険料の方でも年間で

6,800円もの値上げということです。昨年度はさらに、電気、ガス、米代などをはじめ、物

価高騰が大きな負担となり、負担能力を超えた状況にあったのではないか。国や県、市町

村に真剣に負担軽減のための支援を求めることが必要だったのではないでしょうか。また、

さらに深刻と思われるのは、１人当たりの医療費の推移です。コロナ後は増加を続けてい

た、６年度は前年に比べて減少していたという答弁でありました。コロナ前の時期も、１

人当たり医療費というのは年々増加の傾向にあったと思います。ですから医療費が減少す

るということは、これまでにないことであって、医療費２割負担の導入による影響があっ

たと考えられるのではないですか。広域連合の見解をお聞きします。 

○給付課長（山本敦志） 議長、給付課長。 

○議長（太田博康） 山本給付課長。 

○給付課長（山本敦志） 令和６年度の１人当たり医療費が減少したことに係る医療費２

割負担の導入の影響につきまして、お尋ねいただきました。１人当たり医療費は、さきに

お答えしましたとおり、令和３年度以降増加傾向にありましたが、令和６年度は前年度に

比して僅かに減少いたしました。しかしながら、医療機関等から保険請求されたレセプト

の被保険者１人当たりの年間件数につきましては、令和６年度において31.0件と、前年度
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の30.9件から増加しております。これは、２割負担が導入された令和４年度の30.7件から

も引き続き増加していることから、当広域連合としましては、その影響について判断しか

ねるところでございます。 

以上でございます。 

○議員（岡田ゆき子） 議長、岡田ゆき子。 

○議長（太田博康） 岡田ゆき子議員。 

○議員（岡田ゆき子） 今の答弁ですが、２割負担導入の影響について、レセプト件数は

僅かにこの３年を見てもふえているということを挙げられていました。しかし導入による

影響、つまり被保険者の受診抑制を招いているのではないかについては、判断しかねると

いう答弁で避けられました。そもそも自己負担をふやすことで受診抑制が起き、結果とし

て医療費が減るという長瀬効果といいますが、それを期待した２割負担の導入です。昨年

私がお話を伺った、２割負担となった年金生活者の方が薬を間引いて飲んでいるというお

話、それから２割負担を導入した２年目、決算では医療費は実際に減少した事実、これは

連動していると言わざるを得ません。 

最後に、保険料の滞納差し押さえについて、再度質問します。保険料滞納者の人数と差

し押さえ市町村数を聞きましたが、なぜ滞納となったのか、払えない状況など、滞納者の

生活実態について、広域連合として把握しているのでしょうか。 

そしてもう一点は、差し押さえを行っている自治体が23市町ということですが、一方、

差し押さえを行っていない自治体が31市町村、半数以上あるということです。名古屋市も

差し押さえ件数は多くてそのうち法定減額を受けている低所得者の被保険者の差し押さえ

がそのうち４割を占めています。後期高齢者に対する財産差し押さえの生活に与える影響

は大きいと考えます。差し押さえを行わず、納付相談など努力されている自治体の取り組

みをほかでも展開する余地があるのではないかと考えますが、最後に見解をお聞きして、

議案質問を終わります。 

○管理課長（松井俊幸） 議長、管理課長。 

○議長（太田博康） 松井管理課長。 

○管理課長（松井俊幸） 滞納者の滞納理由、生活実態等についてお答えいたします。滞

納処分を含めた収納対策は、市町村事務とされており、文書・電話による催告・来庁の御

案内及び臨戸訪問などにより接触を図る中で、個々の生活状況に即したきめ細かな収納対

策を行っていただいているところでございます。広域連合としましては、市町村で対応し

ている全ての状況を把握はしておりませんが、滞納額が高額になるケースなどにつきまし

ては対応状況等を御報告いただいているところであり、必要に応じて市町村を訪問し、情

報共有を図っているところです。 

次に、「差し押さえを実施していない自治体の取り扱いを展開する考えについて」でござ

います。差し押さえの実施は市町村が行う収納対策の１つであり、納付相談等を行い、生

活状況等を十分に把握した上で、収入・資産等があるにもかかわらず、なお保険料を納め

ない被保険者に対して行っているものと認識しており、法令に定められている保険料滞納

者に対する措置であります。後期高齢者医療制度の安定した運営のためには、これらの措

置を適切に運用する必要があると認識しており、差し押さえを実施していない取り扱いを

当広域連合から実施主体である市町村に対して展開する考えはございません。 
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以上です。 

○議長（太田博康） 通告のございました質疑は以上であります。 

これで質疑を終わります。 

岡田ゆき子議員から討論の通告がございましたので、討論を許します。 

岡田ゆき子議員。 

（岡田ゆき子議員 演壇で反対討論） 

○議員（岡田ゆき子） 認定第２号、令和６年度後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算に

対し、反対の立場で討論します。 

保険料率改定により、１人当たりの年間保険料が１万3,202円増、前年改定から１割を超

える値上げとなり、被保険者には大きな負担増となりました。また、窓口２割負担が導入

されて２年目となった昨年度は、生活の全てに関わって、物価高騰が続いた年でもあり、

年金収入が主な後期高齢者にとって、経済的に大変厳しい年となりました。質疑の中で、

１人当たりの医療費がコロナ禍を除いて、年々増加していたにもかかわらず、６年度にお

いて、前年を下回る結果だったことも明らかとなりました。経済的に厳しい中、２割負担

の導入により、受診抑制を招いたことは否めません。被保険者にとってあまりにも厳しい

負担増となったこと、広域連合として、せめて差し押さえを減らす努力を市町に求めるこ

とや、国・県に対し財政支援を強く求めるべきであったことを指摘し、６年度決算認定に

反対し、討論を終わります。 

○議長（太田博康） 通告のございました討論は以上ですので、これで討論を終わります。 

それでは、これより採決を行います。この採決は、いずれも起立によって行います。 

まず、認定第１号「令和６年度愛知県後期高齢者医療広域連合一般会計歳入歳出決算の

認定について」を採決いたします。 

本件を認定することに賛成の議員の御起立を願います。 

（賛成者起立） 

○議長（太田博康） 御着席ください。 

全員起立です。よって、本件は原案のとおり認定されました。 

次に、認定第２号「令和６年度愛知県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会計

歳入歳出決算の認定について」を採決いたします。 

本件を認定することに賛成の方の御起立を願います。 

（賛成者起立） 

○議長（太田博康） 御着席ください。 

起立多数です。よって、本件は原案のとおり認定されました。 

日程第10、「一般質問」を行います。 

石田裕信議員及び岡田ゆき子議員から通告がございましたので、順次質問を許します。 

初めに、石田裕信議員。 

（石田裕信議員 演壇で質問） 

○議員（石田裕信） では通告に従い、一般質問を行います。 

最初に、大項目の１、「ＯＴＣ類似薬の保険適用除外」についてです。石破内閣は、６月

13日に「経済財政運営と改革の基本方針2025」（骨太方針2025）を閣議決定しました。そこ

には６月11日、自民党・公明党・日本維新の会の３党協議により合意された、類似のＯＴ
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Ｃ医薬品が存在する医療用医薬品の保険給付の見直し、いわゆる「ＯＴＣ類似薬の保険適

用除外」が盛り込まれています。この保険適用除外は、2025年末、年内の予算編成の中で

検討され、実現可能なものは2026年、つまり来年にも実施するとされています。この決定

に対し、多くの医療関係団体や患者・家族から、「命や健康に多大な影響を及ぼす」として、

ＯＴＣ類似薬の保険適用存続を求める申し入れなどが行われています。愛知県広域連合と

しましても、後期高齢者への影響が懸念される「ＯＴＣ類似薬の保険適用除外」への対応

を検討する必要があります。ＯＴＣ類似薬については、マスコミ等でも繰り返し取り上げ

られていますが、簡単に説明をします。「ＯＴＣ」とは「オーバー・ザ・カウンター」の略

で、薬局などでカウンター越しに販売される市販薬のことです。病院で診察を受け、処方

箋に基づいて薬局で受け取る薬は、医師の指示の下に使用される「医療用医薬品」であり、

ＯＴＣとは、種類や内容量が異なります。一方、ＯＴＣ類似薬とは、成分や効果がＯＴＣ

薬と似ているものの、原則として医師の処方が必要な医療用医薬品を指します。これらは

医療保険の給付対象となり、患者負担は薬の価格の１割から３割程度です。しかし最近で

は、ＯＴＣ薬にも医療用医薬品と同じ有効成分を含む商品がふえており、薬局で風邪薬な

どを買う際、「医薬品と同じ成分」とパッケージに記載されているものを見たことがある方

も多いと思います。今回の保険適用除外は、こうした同一、または類似成分のＯＴＣ薬が

薬局で売っているから、ＯＴＣ類似薬を保険の対象から外し、医療費の削減につなげると

いう狙いのものです。日本医師会は、このＯＴＣ類似薬の保険適用除外に対し、「社会保障

のセーフティーネットを壊しかねない」と、幾つかの問題点を示しています。大きくは①、

医療機関の受診控えによる健康被害が増加すること。②、国民の経済的負担が増加するこ

と。③、薬の適量使用が難しくなることの３点を挙げています。医療機関の受診控えから、

自己判断で市販薬を使用し、診察を受けないことで重篤な疾患の早期発見や適切な治療の

機会を失い、重症化・慢性化し、結果的に医療費全体が増加する可能性がある。市販薬で

は処方薬より価格が高くなるため、特に経済的に困窮している人の負担が増加し、医療ア

クセスが制限され、健康格差が拡大し、結果、社会全体の健康水準が低下するおそれがあ

る。そして医師の診察なしに市販薬を用いることは、誤った薬の使用や副作用、相互作用

のリスクが高まり、特に高齢者や基礎疾患を持つ方は、複数の薬を利用していることが多

く、健康に深刻な影響を及ぼしかねない。そして、在宅医療にも様々な影響が出るとして

います。そのほかにも様々な団体から、医療現場での混乱による医療の質の低下、子育て

世代の負担増、医師が費用負担を理由に処方をためらう懸念などが指摘されています。こ

れらのことから患者団体からは費用負担増への強い懸念から、制度見直しを求める署名が

国に提出をされています。 

まず１回目の質問としまして、ＯＴＣ類似薬が保険適用除外された場合、後期高齢者の

影響について、県広域連合はどう考えるのかお聞きします。 

次に、大項目２、重過ぎる負担となっている保険料の引き下げを行うことについて質問

します。現在、物価高騰による光熱費や食料品費の負担増は、国民の家計に大きな打撃を

与えており、その影響は高齢者にも重くのしかかっています。後期高齢者の医療費の窓口

負担も増加をしており、そしてそこに追い打ちをかけるように、愛知県後期高齢者医療広

域連合では、2024年度、2025年度に保険料の大幅な値上げが行われ、１人当たり年額で１

万3,202円もの負担増となりました。高齢者の多くは年金以外の収入がほとんどなく、その
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年金額も微調整が行われたものの、今の物価高や、保険料の値上げ分を賄えるようなもの

ではありません。「これ以上何を切り詰めたらいいのか。食事にかけるお金や冷暖房費を節

約しても間に合わない、医療機関の受診を控えるしかないのか」という深刻な声まであり

ます。食費や光熱費を削れば、体調不良を招きかねず、医療機関の受診を控えれば、病気

の未発見や重症化に直結します。保険料の負担から、重症患者や高額医療費がふえるよう

なことになれば本末転倒です。今議会で示された令和６年度決算によれば、歳入から歳出

を差し引いた剰余金は約313億円。これは令和８・９年度の税制の見直しの際に保険料抑制

の財源として活用されるものと思いますが、後期高齢者を取り巻く今の厳しい経済状況を

踏まえれば、抑制では不十分です。即効性のある生活支援策として、保険料の引き下げを

行うべきです。そのためには国や県の支援、援助を求めるとともに、基金を活用すること

が重要であり質問をしていきます。 

最初に、小項目の１「健診費用」についてです。現在、75歳以上の高齢者は、生活習慣

病予防のために行われる特定健診の対象外であり、その代わりとして、後期高齢者医療広

域連合が後期高齢者健診を実施をしています。この健診は、病気の予防や早期発見につな

げ、高齢者の健康寿命を延伸するとともに、重症化による入院や長期治療の費用を抑える、

医療費抑制を目的としています。しかし、この健診費用は主に被保険者が納める保険料で

賄われており、「医療費削減のための健診費用」が、かえって高齢者の保険料負担となって

いるという点があります。今議会で出されました請願第２号の３項めにもあるように、健

診費用は被保険者の保険料ではなく、国と県の負担で実施をするべきです。そうすれば、

その分を保険料抑制に回すことができます。 

まず１回目の質問として、広域連合における健診費用について、現在、国や県はどの程

度負担をしているのか、その割合と金額についてお聞きします。 

次に、小項目の２「財政安定化基金の活用」についてです。後期高齢者医療制度では、

財政の安定的な運営を図るために「後期高齢者医療財政安定化基金」が設置されています。

これは保険料未納リスクや給付増のリスク、そして保険料の上昇抑制に対応するためのも

のとされており、国・都道府県・後期高齢者医療広域連合がそれぞれ３分の１ずつ拠出し

ているもので、保険料の上昇抑制として保険料の引き下げにも活用できるものです。 

小項目の２の質問としまして、現在の県財政安定化基金の積立額と、過去５年の基金の

取り崩し実績について、そして保険料増加抑制のために基金を活用する際、金額等の制限

はあるのかお聞きします。 

それぞれ質問に対する回答をお願いしまして、壇上からの質問を終わります。 

○給付課長（山本敦志） 議長、給付課長。 

○議長（太田博康） 山本給付課長。 

○給付課長（山本敦志） １点目、ＯＴＣ類似薬の保険適用除外についてお尋ねいただき

ました。国の「経済財政運営と改革の基本方針2025」にて、持続可能な社会保障制度のた

めの改革を実行し、現役世代の保険料負担を含む国民負担の軽減を実現するため、ＯＴＣ

類似薬の保険給付の在り方の見直しを検討するとされております。在り方の見直しに際し

ましては、「医療機関における必要な受診を確保し、子供や慢性疾患を抱えている方、低所

得の方の患者負担などに配慮しつつ」行うとされており、国において、後期高齢者医療被

保険者の方への影響も含め、十分な検討が行われるものと考えております。 
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続きまして、２点目の１、健診費用についてです。令和６年度の健診事業における決算

額は40億4,089万2,702円でした。このうち、国の負担額は８億7,383万8,273円、21.6％ほ

どです。県の負担額はありませんでした。 

私からは、以上です。 

○管理課長（松井俊幸） 議長、管理課長。 

○議長（太田博康） 松井管理課長。 

○管理課長（松井俊幸） 私からは大項目２点目、小項目２点目の県財政安定化基金の活

用についてお答えいたします。愛知県にて積み立てている財政安定化基金の令和６年度末

残高は、23億4,914万3,315円です。過去５年の基金の取り崩し実績は、保険料増加抑制の

ための特例交付として、令和２年度に14億3,837万9,000円、令和３年度に14億6,462万2,000

円、令和４年度、令和５年度はゼロ円、令和６年度は10億4,328万5,000円を取り崩してお

ります。取り崩す金額につきましては、基金の残高の範囲内で国及び県と協議するものと

なります。 

以上です。 

○議員（石田裕信） 議長、石田裕信。 

○議長（太田博康） 石田裕信議員。 

○議員（石田裕信） それぞれお答えいただきました。 

ＯＴＣ類似薬の保険適用除外についての２回目です。後期高齢の方々にふさわしい医療

の確保を担う役割を持つ広域連合の立場から、ＯＴＣ類似薬の保険適用除外による影響に

ついてどう考えるかお聞きしましたが、具体的な内容はなく、子供や慢性疾患を抱える方、

低所得の方への負担について国の示した内容から後期高齢者への影響についても、国にお

いて今後十分な検討が行われるものと考えるという回答にとどまりました。今回のＯＴＣ

類似薬の保険適用除外は、「現役世代の負担軽減」が必要だということばかり表立っていて、

高齢者の医療アクセス確保「必要な人が必要なときに、必要な医療サービスを受けられる

ようにする」ことへの影響について、まともに議論されているとは思えないものです。国

は「低所得者や慢性疾患を抱える方への配慮」について触れていますが、後期高齢者の多

くは固定収入（年金）で生活をし、慢性疾患や多剤服用が日常化しています。薬剤の一部

が保険適用外になれば、受診控えや服薬の中断が生じ、重症化や再入院のリスクが高まる

ことは過去の制度改定からも明らかです。 

２回目の質問です。広域連合として、後期高齢者医療保険制度の持続と高齢者の健康保

持を両立させるために、ＯＴＣ類似薬の保険適用除外をやめるよう国に求めるべきです。

県広域連合の考えをお聞きします。 

次に、大項目の２、小項目の１、健診費用についての２回目です。令和６年度の健診事

業における決算額は約40億4,100万で、このうち約８億7,380万円を国が負担しているとの

ことでした。国や県に健診費用を負担してもらえれば、健診費の決算額から国の負担額を

引くと約31億6,700万円なので、単純に被保険者数で割れば、１人当たり約2,820円保険料

負担を減らすことができます。この後期高齢者健診事業について、名古屋市が県に対し要

望を行っています。「名古屋市の行財政に対する県費補助及び県の施策等に関する要望」の

１つにおいて、後期高齢者の健診は疾病、介護予防等の観点から非常に重要であり、増加

傾向にある医療費の抑制にも寄与できるとして、県広域連合の行う保健事業への補助制度
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の創設を県に求めています。愛知県後期高齢者医療広域連合としても、県・国に対し要望

を行い、健診費用の全額負担を求めるべきです。 

そして小項目の２でお聞きした、県財政安定化基金については、保険料増加抑制のため

の特例交付として、基金を取り崩してきた実績があり、令和２年度・３年度、そして令和

６年度と活用していることが分かりました。取り崩す金額については、国や県と協議をし

て決めているとのことですが、６年度末時点の基金残高の23億4,914万3,315円、後期高齢

者の保険料の軽減のために活用をするべきです。 

小項目１、小項目２を一括して２回目の質問をします。令和６年度決算における剰余金

や、県財政安定化基金を活用するとともに、国や県に健診費用の全額負担を求め、保険料

の引き下げを行ってはどうかお聞きします。 

○給付課長（山本敦志） 議長、給付課長。 

○議長（太田博康） 山本給付課長。 

○給付課長（山本敦志） ＯＴＣ類似薬の保険適用除外についての当広域連合から国への

要望についてお尋ねいただきました。ＯＴＣ類似薬の保険給付の在り方の見直しにつきま

しては、先ほどお答えしましたとおり、今後、国において十分に検討がなされていくもの

と考えておりますため、当広域連合としましては、今後の国の検討状況等を注視してまい

りたいと存じます。 

以上です。 

○管理課長（松井俊幸） 議長、管理課長。 

○議長（太田博康） 松井管理課長。 

○管理課長（松井俊幸） 保険料の引き下げに関して、再質問をいただきました。まず、

剰余金の活用につきましては、これまでも保険料の増加抑制に活用しております。今後、

国から示される基礎数値等から保険料の試算を行う中で適切に見込んでまいります。また、

県財政安定化基金の活用につきましては、今後国及び県と調整してまいります。なお、健

診を含む高齢者保健事業につきましては、高齢者の医療の確保に関する法律におきまして、

厚生労働大臣が必要な支援を行うこととされております。先ほど答弁いたしましたとおり、

健診事業につきまして、国から一部補助金を受けておりますことから、当広域連合といた

しましては、毎年国に対し、全国後期高齢者医療広域連合協議会を通じて、健診費用に限

らず「財政支援の拡充」等について要望しており、直近では令和７年６月４日に要望書を

提出しております。 

以上です。 

○議員（石田裕信） 議長、石田裕信。 

○議長（太田博康） 石田裕信議員。 

○議員（石田裕信） では、ＯＴＣ類似薬の保険適用除外についての３回目です。さきに

行いました参議院議員選挙の前、日本維新の会の前原氏は、ＯＴＣ類似薬についての見直

しの中で「自民党議員から選挙後にしてほしいと頼まれた」と明かしています。事前に議

論すると、選挙に影響するほど国民にとって影響の大きい問題だということです。所得な

どによって必要な医療が受けられなくなる状況は絶対に避けなければいけません。必要か

つ適切な医療は、保険診療で確保するという国民皆保険制度の理念を堅持し、国が誤った

方向に進まないよう、国の検討を見守るのではなく、後期高齢者医療を担う立場から国に
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意見をしっかりと述べるべきです。 

ＯＴＣ類似薬の保険適用除外についての質問は以上です。 

次に、重過ぎる負担となっている保険料の引き下げを行うことについての３回目です。

少子高齢化が進む中、政府は、高齢者医療費の増加を理由に、さきのＯＴＣ類似薬の保険

適用除外や、一時凍結となっていますが、高額療養費の引き上げ、そして高齢者医療の窓

口負担を一部２割にし、さらに３割化を目指すなどといった自己負担を引き上げる考えを

進めようとしています。現役世代が大変だから高齢者は負担するべきだ、医療も我慢して

ほしいなどという考えまで一部で広がりつつありますが、高齢者は戦後日本の経済発展を

支えてきた世代であり、きちんと税金を納めてきています。むしろ、少子高齢化は最近突

然分かったようなものではなく、以前より問題視されてきたことです。年金におきまして

も100年安心としながら、結局負担増に追いついていない、こういった政府の対応不足のほ

うが問題ではないでしょうか。高齢者の生活を安定させることは、国、社会全体の責任で

す。保険料を引き下げることについての質問に対し、県広域連合からは、国の示す保険料

率、基礎数値などから剰余金の活用を見込むこと、県財政安定化基金の活用額は、国及び

県と調整するということ、そして健診事業については、毎年国に対し、全国後期高齢者医

療広域連合協議会を通じて「財政支援の拡充」等について要望しているとの回答でした。

しかし、「引き下げる」という点については言及されませんでした。負担を強いようとする

ばかりの国の考えに従っていては、高齢者の生活、命を損ないかねません。高齢者の心身

の健康保持と生活の安定に寄与できるよう、県広域連合として国や県に対し意見・要望を

行い、重過ぎる負担となっている保険料の引き下げをぜひとも実現をしてください。 

以上で、私からの質問を終わります。 

○議長（太田博康） ここで暫時休憩をいたします。再開は、午後２時45分といたします。 

休憩午後２時３５分 

再開午後２時４５分 

○議長（太田博康） それでは休憩前に引き続き、会議を開きます。 

日程第10、「一般質問」、次の質問を許可いたします。 

岡田ゆき子議員。 

（岡田ゆき子議員 演壇で質問） 

○議員（岡田ゆき子） 通告に従い、初めに「健康保険証の有効期限切れに伴う暫定的な

取扱い」について、２点質問します。 

厚生労働省は、健康保険証の切りかえに伴う対応について、８月４日に事務連絡を出し

ました。事務連絡は、８月以降、医療機関の窓口で有効期限が切れた紙の保険証を提示し

ても全額自己負担ではなく、一定の負担割合で受診ができるように、来年３月まで暫定的

に医療機関等に対応をお願いするというものです。既に紙の保険証は７月末で有効期限が

過ぎており、マイナ保険証の所有の有無にかかわらず、７月には全員に資格確認書を送付

しています。その上でさらに事務連絡が出されたわけですが、本来、法令上は資格情報は、

有効期限内の保険証、また昨年12月以降は、マイナ保険証によって確認が義務づけられて

いますが、マイナ保険証のトラブルやマイナ保険証が取得できない方もあることから、現

状では暫定的に「資格確認書」や「資格情報のお知らせ」で資格を確認することにしてい

ます。しかし今回、有効期限切れした紙の保険証でも受診ができるとした理由は何かお答
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えください。 

また昨年、マイナ保険証が義務化され、紙の保険証廃止によって、高齢者や保険者にど

んな問題が起きているのか、広域連合の認識をお聞きします。 

次に、資格確認書の暫定運用の延長についてお聞きします。マイナ保険証の利用が相対

的に低いことと、自治体窓口での混乱などを理由に、厚生労働省はこの８月から次期更新

までの１年間、暫定的に後期高齢者全員に資格確認書を送付することにしました。従来の

紙の健康保険証と同様に、交付する措置を取ったことは、これまで強引に進めてきた健康

保険証廃止という措置の行き詰まりを示していると思います。また、医療現場でのマイナ

保険証のトラブルは続いています。全国保険医団体連合会が行った全国調査でも、マイナ

保険証に関わって９割の医療機関で何らかのトラブルが起きており、最も多いのは、マイ

ナ保険証の有効期限切れが大幅に増加していること、カードリーダーの接続不良など機器

のトラブルもふえていること、資格情報が無効など、制度の根幹に関わるトラブルが続い

ています。資格確認書の職権交付は今期のみの暫定的な措置ですが、次期更新時までにこ

れらマイナ保険証に関わる問題が解決すると考えますか。全員に職権交付する暫定運用を

当分の間継続するべきと考えますが、広域連合の認識をお聞きします。 

最後に、医療窓口の自己負担２割の方の配慮措置についてお聞きします。2022年10月よ

り、窓口１割負担であった被保険者の一部が２割負担となる制度改定が行われました。そ

の際、これまでの２倍の負担となることに対し激変緩和として、３年間の配慮措置が行わ

れました。ことしで３年目を迎え、この９月にはその配慮措置が終了することとなります。

窓口自己負担割合がふえたことによる影響では、６年度には保険料の値上げが行われ、ま

た米などの高騰など、様々な物価が高騰する厳しい家計状況があり、さらに、受診の負担

は大変重いものであると思われます。年々医療費が伸びていたにもかかわらず、６年度決

算では、１人当たりの医療費が前年からマイナスに転じています。認定第２号議案でも指

摘しましたが、２割負担に対する配慮措置があったとしても、窓口負担がふえたことで受

診抑制を引き起こしていることは否めないと考えるわけです。そこで、２割負担となった

方への配慮措置とはどういうものだったかお聞きします。また、配慮措置終了により、負

担への影響がどの程度だったのか、外来受診のみの場合として、１割負担で月額4,000円の

方と、5,000円だった方が２割負担となった場合の配慮措置を受けての月額負担額と、配慮

措置終了後の月額負担額でどれだけふえるかお聞きします。３年前と現在では、物価高騰、

保険料の引き上げなど、高齢者の経済的環境は一層厳しくなっています。広域連合として

国に対し、配慮措置の延長を求めるべきだと考えますが、認識をお聞きして、１回目の質

問を終わります。 

○管理課長（松井俊幸） 議長、管理課長。 

○議長（太田博康） 松井管理課長。 

○管理課長（松井俊幸） 大きく３点御質問いただきましたので、順次お答えいたします。 

初めに、１点目の「健康保険証の有効期限切れに伴う暫定的な取り扱い」についてお答

えいたします。「暫定的な取り扱い」に関する事務連絡は、厚生労働省から示されており、

その理由については私どもには分かりかねますが、事務連絡の内容について申し上げます。

これによりますと、｢資格確認書の交付に気づかずに有効期限が切れた被保険者証を引き続

き保険医療機関等に持参することが想定される。本事務連絡は、当該者について｢令和７年
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６月27日付厚生労働省保険局医療課・医療介護連携政策課事務連絡｣による国民健康保険の

加入者と同様の取り扱いとすることを妨げるものではない｣とされております。 

次に、保険証廃止によって高齢者や保険者にどんな問題が起きているのかについての広

域連合の認識ですが、被保険者証が廃止となった後も、被保険者証に代わる資格確認書を

対象者全員に交付しており、事務上特段の問題が起こっているとの認識はございません。 

続きまして、２点目の資格確認書の暫定運用の延長についてお答えいたします。当該取

り扱いは、マイナ保険証を基本とする仕組みへの円滑な移行に向け、デジタルとアナログ

の併用期間を確保するための暫定的な運用であり、この間に、マイナ保険証の利用促進に

努めることが重要であるとされております。現在、国による啓発のほか、当広域連合とし

ましても周知広報に努めているところであります。なお、暫定運用の終了する令和８年８

月以降につきましては、国の方針に沿った運用をしていく考えです。 

私からは以上です。 

○給付課長（山本敦志） 議長、給付課長。 

○議長（太田博康） 山本給付課長。 

○給付課長（山本敦志） ３点目、自己負担２割の方の激変緩和措置終了についてです。

激変緩和措置は、高齢者の医療の確保に関する法律第67条第１項第２号に規定されている

一部負担金100分の20が適用される者の高額療養費算定基準について、令和４年１月４日に

公布された政令により、特例として施行されたものでございます。令和４年10月１日から

令和７年９月30日までの受診分につき、制度改正により窓口負担割合が２割となった方に

係る１か月の外来医療の窓口負担割合の引上げに伴う負担増加額を3,000円までに抑える

ものでございます。この措置の終了に伴い、制度改正により２割負担となった方の自己負

担月額につきましては、１割負担が4,000円だった場合、7,000円から8,000円で、1,000円

の増、１割負担が5,000円だった場合、8,000円から10,000円、2,000円の増となります。こ

の措置について、法令の定める期間は、令和７年９月30日までとなっております。これま

で当広域連合では、配慮措置の内容や期限についてホームページに掲載するとともに、被

保険者証、資格確認書を送付する時に同封する小冊子「後期高齢者医療制度のご案内」に

掲載をし、被保険者の皆様に送付するなど、周知に努めてまいりました。引き続き、丁寧

な説明を行ってまいりたいと考えております。 

以上です。 

○議員（岡田ゆき子） 議長、岡田ゆき子。 

○議長（太田博康） 岡田ゆき子議員。 

○議員（岡田ゆき子） 答弁いただきましたので、要望と再質問をさせていただきます。 

最初に、資格確認書の暫定運用の期限についてですが、国の方針に従うという御答弁で

した。マイナ保険証の利用率は今３割台です。７割の方は今も資格確認書、または期限切

れの間、保険証でもいいという、今の状況があります。この現状が１年後に解決できると

も思いません。当分の間、資格確認書の職権交付ができるように、国に対して強く働きか

けていただきたいと要望します。国民皆保険の下、マイナ保険証への一本化を強引に進め

たことで混乱を避けるためとはいえ、例外的な取り扱いも二転三転し、被保険者や医療現

場、自治体窓口対応も含め困惑をさせていると、これまでも指摘してきました。この点に

ついて、広域連合の答弁は、住民と直接窓口業務を持っていませんから、広域連合として



令和７年第２回定例会（令和７年８月25日） 

19 

は「事務上特段の問題が起こっているとは認識しない」という他人事のように聞こえる御

答弁でした。 

連合長にお聞きします。広域連合計画というのでは、資格の適正な管理、適切な医療給

付、これを基本方針としているのですから、マイナ保険証の運用から派生している問題だ

としても、広域連合としてオンライン資格確認等について、医療機関や介護事業所など、

また自治体から、現状の問題、課題を聴取する必要があるのではないでしょうか。そうし

た考えはありませんか。お聞きします。 

２点目に、自己負担２割となった方の配慮措置の期限が９月末で終了することについて、

再質問します。２割負担の方に対する配慮措置が終了することについて影響をお聞きしま

した。この配慮措置期限については、丁寧に周知するという答弁ですが、配慮措置がなく

なって、原則どおりの２割負担となれば、窓口では例示いただいた方でも1.14倍から1.25

倍へと負担増となります。政府は物価高騰対策をいまだに何も示していません。本広域連

合も加わる広域連合協議会で、厚労省に対し負担増とならないよう、配慮措置について要

望を出していないでしょうか。お聞きします。 

○管理課長（松井俊幸） 議長、管理課長。 

○議長（太田博康） 松井管理課長。 

○管理課長（松井俊幸） 「健康保険証の有効期限切れに伴う暫定的な取り扱い」につき

まして、２点再質問をいただきました。オンライン資格確認につきましては、後期高齢者

医療に限らず、国が医療ＤＸを推進するため導入を義務化しているものであり、当広域連

合として、関係機関に対して独自に現状と課題を聴取する考えはございません。 

私からは以上です。 

○給付課長（山本敦志） 議長、給付課長。 

○議長（太田博康） 山本給付課長。 

○給付課長（山本敦志） 私から、当広域連合も含む全国後期高齢者医療広域連合協議会

より、窓口負担の配慮措置終了に関する国への要望について、お答えいたします。これま

で、令和２年、３年、４年に「やむを得ず窓口負担を引き上げる場合は、激変緩和措置を

講じるなど被保険者に配慮するとともに、十分な周知期間を設け、被保険者へ国による丁

寧な説明を行うこと」を、要望いたしました。その後、令和５年６月には、「３年間の配慮

措置の期間経過を見据え、被保険者が安心して受診できる環境の維持・整備を国の責任で

検討すること」、令和６年６月には、「短期間のうちに判断基準等の見直しによる２割負担

以上の被保険者数を増加させる改定は行わないこと」も要望しております。そして、令和

７年６月には、「令和４年10月から導入された窓口２割負担の影響の分析・評価のさらなる

検討を行い、広域連合・被保険者等に十分な理解が得られるよう周知等に努めること」を

要望しております。 

以上です。 

○広域連合長（広沢一郎） 議長、広域連合長。 

○議長（太田博康） 広沢広域連合長。 

○広域連合長（広沢一郎） 先ほどの「オンライン資格確認」に関する質問につきまして、

連合長に答弁を求められましたので、お答えをいたします。高齢化に伴う医療ニーズの変

化や人口減少を見据え、地域での良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制を構築する
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ため、国はこれらの基盤となる医療ＤＸを推進しているところでございます。その中でオ

ンライン資格確認は、患者本人の健康・医療に関するデータに基づいた、より適切な医療

を受けることが可能となるなど医療ＤＸの基盤となるものでございます。国も、全ての後

期高齢者医療の被保険者に対して暫定的に資格確認書を交付するなど、適切な医療が受け

られるように取り組んでいるところでございます。当広域連合といたしましても、マイナ

ンバーカードと健康保険証の一体化に伴うメリットを丁寧に伝え、その意義について理解

を求めていくため、周知・広報に取り組んでいるところでございます。 

以上でございます。 

○議員（岡田ゆき子） 議長、岡田ゆき子。 

○議長（太田博康） 岡田ゆき子議員。 

○議員（岡田ゆき子） 連合長の答弁をいただきました。マイナ保険証によるオンライン

資格確認では、医療機関でのトラブルや被保険者に混乱を招いているという事実を全く認

識されていないようで、非常に問題だと思います。いまだにマイナ保険証の利用率が３割

だという事実も認識していただきたいと思います。特に75歳以上、100歳を超える方も被保

険者にいらっしゃる、そういう方を抱える後期高齢者が、被保険者の法律制度ですから、

より全ての高齢者が混乱を来さないようにするのは、今一定時間がかかる、こういう高齢

者の特性を認識すべきです。必要な医療を戸惑いなく受けられる環境の確保のためには、

マイナ保険証を一本化するのではなく、紙の保険証との併用をすべきです。少なくとも次

期の更新以降も、資格確認書の併用を国に求めていただきたいと再度要望します。 

医療の窓口負担増は、高齢者にとって受診の中断となっていないのか、広域連合として

もしっかり見ていく必要があります。予算議会の際、私は健診率が上がっているが、外来

受診率が一部下がっていることを指摘しました。医療の負担増という国の制度改悪によっ

て、若年者よりも慢性疾患を多く持つ高齢者の命と健康に深刻な影響を及ぼしていないか、

受診率や医療費の動向などを分析し、判断していくことが広域連合に求められていると改

めて指摘をし、質問を終わります。 

○議長（太田博康） これで、一般質問を終わります。 

次に、日程第11、請願第２号、「後期高齢者医療制度の改善を求める請願書」を議題とい

たします。請願の要旨については、議会事務局に報告をさせます。 

○議会事務局長（須藤喜巳） 日程第11、請願第２号「後期高齢者医療制度の改善を求め

る請願書」について、受理は令和７年７月31日、請願者は愛知県社会保障推進協議会議長、

森谷光夫さんと、全日本年金者組合愛知県本部、執行委員長、渡邉義巳さんです。紹介議

員は石田裕信議員、岡田ゆき子議員でございます。 

請願事項は１．高齢者に耐え難い負担となっている保険料を引き下げてください。 

２．葬祭費・審査事務手数料は、愛知県と市町村の一般会計の繰入れで給付してくださ

い。 

３．広域連合の行う健診事業の費用は、後期高齢者の保険料でなく、国と愛知県の負担

で実施してください。 

４．保険料減免制度について、次の点を改善してください。 

①、低所得者のための保険料の減免制度を県の一般会計の繰入れで実施してください。 

②、収入減少を理由とした減免制度の減免要件である、当年所得減少割合を前年所得の
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２分の１以下、（当年見込所得100万円以下）及び減免割合２から５割を改善してください。 

５．保険料未納者の生活実態把握に努め、「財産の差し押さえ」は行わず、納付が困難と

判断した場合は、滞納処分の停止、欠損処理等を迅速に実施してください。 

６．愛知県後期高齢者医療制度に関する懇談会の公募委員は、無作為抽出によるもので

なく、愛知県国民健康保険運営協議会と同様に、広く被保険者から公募するよう改めてく

ださい。 

７．請願・陳情者に対し、請願・陳情の趣旨説明を議会で行えるようにしてください。 

８．国に対して、次の項目の意見書を提出してください。 

①、従来の健康保険証の新規発行を再開してください。 

②、後期高齢者の窓口負担割合のさらなる引き上げや、金融資産の保有状況を勘案した

負担の導入などを行わないでください。 

③、高額療養費の自己負担上限額の引き上げは行わないでください。 

④、ＯＴＣ類似薬の保険適用除外は行わないでください。 

⑤、定率国庫負担割合の増加等、国による財政支援を拡充してください。 

⑥、2022年10月から窓口負担が２割になった方への配慮措置を継続してください。 

以上でございます。 

○議長（太田博康） 本件請願について、議会運営に関することとして議員全員協議会で

説明のあった、請願事項の７番以外の部分に関して、当局の現状の説明を求めます。 

○事務局長（井口能秀） 議長、事務局長。 

○議長（太田博康） 井口事務局長。 

○事務局長（井口能秀） それでは、請願第２号について、当広域連合の現状等を御説明

申し上げます。 

まず、１．保険料の引き下げについて申し上げます。後期高齢者医療制度では、財政運

営期間を２年間としており、この期間の医療給付費等に充てるため、２年ごとに保険料率

の改定を行っております。料率算定では、まず医療給付費をはじめとする後期高齢者医療

費に係る費用を見込みます。それに充当する財源を、国・県・市町村の負担金、後期高齢

者支援金、保険料収入等で見込みます。よって、医療給付費等の増減見込みにより必要と

なる保険料収入の見込みも変動することになります。なお、令和８・９年度保険料率改定

においては、令和８年度から子ども・子育て支援金制度が創設され、この支援金は医療保

険の保険料から拠出するものとされておりますので、このような国の制度改正の内容も踏

まえ、保険料率を算定していく必要があります。 

次に、２．葬祭費・審査事務手数料の財源について申し上げます。葬祭費の給付及び国

保連合会に支払う審査事務手数料に要する費用につきましては、広域連合の条例の規定に

基づき、保険料率の算定の基礎となる賦課総額に含めることとしておりますので、これら

の財源については、保険料で賄うこととしております。 

次に、３．健診事業の費用負担について申し上げます。先ほど一般質問でも御回答いた

しましたとおり、健診を含む高齢者保健事業につきましては、法におきまして厚生労働大

臣が必要な支援を行うこととされておりますことから、国に対し健診費用に限らず「財政

支援の拡充」について要望しております。 

次に、４．保険料減免制度について申し上げます。①の低所得者のための保険料の減免
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制度につきましては、保険料の減免は、災害による減免、所得激減による減免、心身の障

害・長期入院による減免、失業・収入激減による減免、農作物の不作あるいは不漁による

減免を実施しています。これらの減免につきましては、保険料額を決定した際の状況から、

収入や健康状態等、生活環境が大きく変わることを事由とするものでございます。低所得

者につきましては、あらかじめ、その所得の状況に応じた保険料が賦課されており、その

状況に変化がない場合、減免の対象にはなっておりません。また、低所得者の保険料につ

いては、均等割について、所得に応じて７割、５割、２割軽減が適用されており、保険料

軽減が図られております。 

次に②、収入減少を理由とした減免制度につきましては、条例による減免費用の財源に

ついて他の被保険者の保険料から補塡することとなり、均等割を対象とすることや要件の

緩和などの拡充は、他の被保険者の負担になることが考えられます。 

次に５．財産の差し押さえ、いわゆる滞納処分につきましては、納付相談等のきめ細や

かな収納対策を適切に行った上で、十分な収入、資産等があるにもかかわらず、なお保険

料を納めない被保険者に対し、保険料負担の公平の観点から行うものであり、滞納処分の

停止、欠損処理等につきましても、保険料の徴収事務を行う市町村において、滞納者の生

活状況等を十分に把握した上で、事務がなされているところでございます。 

次に６．愛知県後期高齢者医療制度に関する懇談会の委員の公募の方法について申し上

げます。現在112万人以上の被保険者の方々から広く御意見をいただくことも必要と考え、

公平な公募方法として、全被保険者の中から無作為に抽出させていただいた方に委員をお

願いしているものでございます。 

最後の８は、広域連合議会から国への意見書の提出を求めるものでございますので、私

からは、国の考え方や検討状況等を申し上げます。 

まず、①につきましては、令和６年12月２日をもって、これまで紙の被保険者証は廃止

されておりますが、後期高齢者医療制度のみの暫定的な運用として、令和８年８月の年次

更新までは「資格確認書」を職権で全ての被保険者に交付しております。 

また、②につきましては、令和６年９月13日閣議決定の国の高齢社会対策大綱や、骨太

方針2025において、持続可能な社会保障制度の運営のため十分な検討を行っていくとされ

ております。 

③につきましては、今般の制度改正につきましては、厚労省が現役世代をはじめとする

医療保険の被保険者の保険料負担の軽減を図るとともに、医療保険制度が持つセーフティ

ーネットとしての役割を今後も維持することを目的として検討を進めているものと認識し

ております。当広域連合といたしましては、令和７年６月４日に全国後期高齢者医療広域

連合協議会を通じ、制度の見直しを行う場合には、被保険者の実態を十分に把握し、当事

者の意見に耳を傾けた上で、一部の被保険者に負担が偏らないよう慎重に協議を進め、被

保険者にも分かりやすい制度とするとともに、急激な負担増とならないことなどについて、

国に要望しているところでございます。 

④につきましては、先ほど一般質問でも御回答いたしましたとおり、ＯＴＣ類似薬の保

険給付の在り方の見直しについて、今後、国において十分に検討がなされていくものと考

えておりますため、当広域連合といたしましては、今後の国の検討状況等を注視してまい

りたいと存じます。 
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また、⑤につきましては、例年、全国後期高齢者医療広域連合協議会が、厚労大臣に「後

期高齢者医療制度に関する要望書」を提出しておりまして、令和７年６月４日に提出した

要望書においても、将来的な制度の持続可能性を高めるために、国の財政支援等を拡充す

ることを要望しております。 

⑥につきましては、先ほど一般質問でも御回答いたしましたとおり、配慮措置は法令に

より本年９月30日診療分をもって終了することとなっております。当広域連合では、配慮

措置の内容や期限についてホームページに掲載するとともに、被保険者証、資格確認書を

送付する時に同封する小冊子に掲載し、被保険者の皆様に送付するなどの周知に努めてま

いりました。引き続き、丁寧な説明を行ってまいりたいと考えております。 

以上で、請願第２号について、本広域連合における現状等の説明をさせていただきまし

た。 

○議長（太田博康） 請願第２号について、質疑の通告がございませんので、これより討

論を行います。 

石田裕信議員から討論の通告がございましたので、討論を許します。 

石田裕信議員。 

（石田裕信議員 演壇で賛成討論） 

○議員（石田裕信） では、今議会に提出されました、請願第２号「後期高齢者医療制度

の改善を求める請願書」について、賛成の立場から討論を行います。現在、物価高騰によ

る光熱費や食料品費の負担増は、国民の家計に多大な打撃を与えており、その影響は高齢

者にも重くのしかかっています。後期高齢者の医療費の窓口負担の増加、そして愛知県後

期高齢者医療広域連合におきましては2024年度、2025年度に保険料の大幅な値上げが行わ

れており、「これ以上何を切り詰めればいいのか、食事にかけるお金や冷暖房費を節約して

も間に合わない、医療機関の受診を控えるしかないのか」という深刻な声まで上がってい

ます。このような状況では、保障されているはずの医療を安心して受けることができませ

ん。今回の請願で示されている請願事項は、いずれも後期高齢医療の運営に対し、建設的

な問題提起、要望が行われており、愛知県後期高齢者医療広域連合として迅速に実施すべ

きものとなっています。 

請願項目１についてです。経済的な厳しさが続く中、2024年度、2025年度と大幅な保険

料の値上げが行われたことから、１人当たりの保険料額は年１万2,264円増と、家計に大き

な影響を与えています。保険料の滞納者の増加や、医者にかかる回数を減らす受診控えに

つながりかねず、食料費や光熱費を削ったことで体調の悪化等を招けば、さらなる医療費

の増加にもつながってしまいます。暮らし、そして命に関わることです。保険料の引き下

げを求める声を真摯に受け止めるべきです。 

請願項目の２です。現在、愛知県広域連合における葬祭費や審査事務手数料は、加入者

より納められた保険料により賄われていますが、東京都広域連合では、市町村の一般財源

からの拠出を得て実施しています。県広域連合も市町村と協議を行い、検討をするべきで

す。葬祭費や審査事務手数料を市町村の一般財源からの拠出を得て賄えれば、保険料の引

き下げにつなげることができるようになります。 

請願項目の３です。さきの一般質問でも取り上げましたが、広域連合で行われている健

診事業は一部国からの補助があるものの、それ以外は後期高齢者の保険料により賄われて
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います。国や県が健診費用を賄うよう、要望を繰り返すべきです。その分を保険料の引下

げに活用していく必要があります。 

請願項目の４です。愛知県広域連合でも減免制度は実施はされていますが、前年所得要

件や前年比減少要件は厳しいものとなっています。優れた要件となっている他広域連合や、

国民健康保険事業を参考に改善をしていくべきです。 

請願項目の５です。保険料の未納となっている方の大半は所得200万円以下の方です。経

済的な困窮から滞納になっていることがうかがえるものです。現在、県内では滞納があっ

た際、財産の差し押さえを行う自治体がある一方で、差し押さえを行っていない自治体も

あります。被保険者の生活実態に合わせた丁寧な対応を行うとともに、納付困難と判断し

た際は迅速な処分の執行停止、欠損処理等を行うこと、これらを県内自治体に対しきちん

と周知を行うべきです。 

請願項目の６です。後期高齢医療制度に関する懇談会の公募委員について、愛知県では

「無作為に抽出をした400人にランダムに番号を振った文書を送付して、そこから応募があ

った人の中から若い番号の人を選ぶ」といった、ほかに類を見ないような方式を採ってい

ます。このことについて県広域連合は、公平な募集を行うためとしていますが、制度に対

し関心のある人の意見を聞くことができる大切な機会です。多くの広域連合が行っている

ように、広報誌などによる募集に切り替えるべきです。 

請願項目の７についてです。陳情については、法律上の明確な規定はありませんが、請

願とともに市民が広域連合の運営などに対し要望することができるものとして、広域連合

が認めているものです。しかし陳情については現在、出されても閲覧までとなり、記録に

残されることがありません。請願は紹介議員の趣旨説明から定例会で審査が行われていま

すが、紹介議員がいなければ、こちらも陳情のような扱いとなってしまいます。開かれた

議会であることは、広域連合議会にも求められていることです。請願、陳情の権利が保障

されるよう見直しが必要です。 

最後に、請願項目の８です。後期高齢者医療制度では、保険証と同様に使用できる資格

確認書が、加入者全てに発行されることとなりました。しかしトラブルが予見されること

から、期限が切れた保険証も使えるように通達がなされることとなりました。しかしなが

ら一番のトラブル対策は、保険証の発行を再開させることです。保険証の発行を再開する

まで、保険証と同様に使用できる資格確認書を全ての人に継続して発行していくことも必

要です。後期高齢者医療制度を社会保障制度として機能させていくためには、さらなる窓

口負担の引き上げや、金融資産の保有状況を勘案した負担の導入というような負担をふや

す方法ではなく、加入者の負担を減らしていくほうに舵を切っていく必要があります。高

額療養費自己負担上限の引き上げについては現在、国会において凍結されていますが、政

府はことし秋にも結論を出すとしており、与党、そして一部の野党からも引き上げること

に賛同するような声が上がっています。高額療養費を引き上げることは、高齢者のみなら

ず、がん患者や難病の方などに負担増をもたらすものであり、経済的負担から治療を断念

することにつながりかねません。ＯＴＣ類似薬の保険適用除外については、自民、公明、

維新の３党により「ＯＴＣ類似薬の保険給付の在り方の見直し」が合意され、「骨太の方針

2025」に盛り込まれました。これは患者の命､健康に多大な影響を及ぼすものであるとして、

多くの団体や患者、その家族から、保険適用の存続を求める申し入れが行われています。
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無論、これは後期高齢医療制度に加入する方にも大きく関わるものです。ＯＴＣ類似薬の

保険適用の存続を求めるべきです。定率国庫割合の増加や国による財政支援の拡充につい

ては、全国広域連合長会議からも、国に対し要望が行われていますが、県広域連合議会と

しても要望を行うべきです。2022年10月から始まった窓口２割負担になった方への配慮措

置は、来月９月末で終了となります。物価高が続き、実質年金が下がっている今、配慮措

置を継続し、高齢者の受診を守っていく必要があります。 

これらの理由から、それぞれ国に対し意見書を提出をするべきです。 

以上、請願項目についての賛成理由を申し上げました。多くの議員の皆さんの賛同を期

待いたします。 

○議長（太田博康） 通告がございました討論は以上ですので、これで討論を終わります。 

これより、採決をいたします。この採決は、起立によって行います。 

それでは、請願第２号を採択することに賛成の方の御起立を願います。 

（賛成者起立） 

○議長（太田博康） 御着席ください。 

起立少数です。よって、本件は不採択とすることに決定をいたしました。 

以上をもちまして、本日の日程は全て終了いたしました。 

広域連合長から挨拶をしたい旨の申し出がありますので、これを許可いたします。 

○広域連合長（広沢一郎） 議長、広域連合長。 

○議長（太田博康） 広沢広域連合長。 

（広沢一郎広域連合長 演壇で挨拶） 

○広域連合長（広沢一郎） 広域連合議会定例会の閉会に当たりまして、一言御挨拶を申

し上げます。本日の定例会に提出いたしました議案につきましては、全て御議決を賜りま

して、誠にありがとうございました。広域連合といたしましては、今後とも市町村をはじ

めとする関係機関と連携を図りながら、後期高齢者医療制度の円滑な運営にしっかりと努

めてまいりたいと考えております。 

議員の皆様方におかれましては、今後とも格別の御理解・御協力を賜りますようお願い

を申し上げます。 

本日は、誠にありがとうございました。 

○議長（太田博康） これをもちまして、令和７年第２回愛知県後期高齢者医療広域連合

議会定例会を閉会といたします。 

 

午後３時24分 閉会 
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